
令和６年 度事業計画

未曾有の大震災から１３年を迎えるが、いまだ多くの県民が県内外で避難生活を

余儀なくされている。また、新型コロナウイルス感染症も、五類感染症に移行され

たが、基本的な対策の推奨は継続されており、今もなお予断を許さない状況が続い

ている。

さらに、震災からの復興を進める中、福祉サービスを支える人材の確保が喫緊の

課題となっている一方で、心のケアなど被災者支援の質も変化しており、福祉的支

援の充実は多くの県民が期待しているところである。

このような福祉を取り巻く環境が大きく変化している中で、県民一人一人が、健

康で生きがいを持ち、ともに支え合いながらいきいきと暮らせる福祉社会を築いて

いくためには、地域の特性を生かした行政施策の推進とともに、地域の福祉ニーズ

に対応した民間福祉活動を支援する本基金の役割も一層重要になってきている。

本基金はこれまで、社会福祉施設の整備を促進するために必要な資金の貸付を行

うとともに、施設福祉や在宅福祉の充実と地域福祉活動の推進を図るために助成し、

本県における民間福祉活動の基盤整備に大きな役割を果たしてきたところである。

本年度は次の事業を実施し、引き続き社会福祉の発展に寄与していくこととする。

１ 貸付事業 県又は市町村の社会福祉施設整備計画に基づく施設整備のための

資金の貸付を実施する。

また、民間社会福祉施設や福祉団体の運営資金についても貸付を

行う。

２ 助成事業 民間社会福祉活動の基盤づくりを推進するため、次に掲げる事業

に対し助成を行う。

(1) 施設福祉を目的とするもの

ア 施設入所者の処遇向上等を図るための施設の修繕、設備整備事業

イ 通所施設の利用者の処遇向上等を図るための施設の修繕、設備整備事業

ウ 社会福祉施設に従事する職員のための就労環境整備事業

(2) 地域福祉を目的とするもの

ア 在宅者の福祉向上を図るための事業

イ 民間福祉活動や福祉サービスを推進するため、社会福祉団体や福祉ボラ

ンティア団体等が行う地域福祉活動事業

ウ 社会福祉団体や福祉ボランティア団体等の施設運営にかかる基盤整備を

図るための設備・備品等の整備事業

(3) 小さな愛の会記念里親委託児童等就学援助事業

里親委託児童等に対する就学援助事業



令和６年度事業概要

１ 貸付事業

本基金は、次により、民間福祉事業に要する資金の貸付を行う。

貸付予定額は350,000千円とする。

資金の 貸 付 貸付利率 貸付限度額 償還期間 対象

種 類 予定額

施設 350,000 独立行 １ 本基金が貸付対象と認 ・５百万円未満 社会福祉施設の新

整備 千円 政法人福 める経費から、国、地方 ５年以内 設・増築・改築・改

資金 祉医療機 自治体、公益事業法人等 修・設備整備及び土

構の４月 からの補助金又は独立行 ・５百万円以上 地取得等に要する費

１日現在 政法人福祉医療機構から １千万円未満 用

の貸付利 の貸付金を控除した額に １０年以内

率に準じ ４分の３を乗して得た額

る。 ２ 本基金が貸付対象と認 ・１千万円以上

める経費に４分の３を乗 １５年以内

じて得た額の範囲内で審

査委員会が適当と認めた

額

運営 年１.0％ 各種補助金、給付金額に 資金貸付後１ 施設整備及び福祉

資金 ４分の３を乗じて得た額 年以内で本基金 団体の運営費につ

が指定する日 き、各種補助金又は、

障害福祉サービス費

の給付金等の交付が

決定されているもの

20,000千円の範囲以内で 民間社会福祉施設

審査委員会が適当と認めた 及び福祉団体の運営

額 に要する資金

計 350,000

千円



令和６年度事業概要

２ 助成事業

(1) 本基金は、次により、民間社会福祉活動に要する助成を行う。

助成予定額は、25,000千円とし、次のとおり配分する。

助成の 助成配分 対象 助成率 助成限度額

種類 （予定）額

施設福祉を 25,000千円 施設、設備の整備事業 助成対象と 1件あたりの

目的とする ただし、国、県、市町村及び公 認める経費の8 助成限度額は、

もの 益法人その他の民間団体の補助を /10以内 400万円以内と

受けて行うものを除く。 する。

地域福祉を １ 在宅福祉の向上を目的とする 助成対象と 1件あたりの

目的とする 事業 認める経費の8 助成限度額は、

もの ２ 地域福祉の推進を目的とする /10以内 150万円以内と

社会福祉団体及び福祉ボランテ する。

ィア団体等の活動及び施設の資

機材の整備

ただし、次に掲げる事業は助

成の対象から除く。

(ｲ) 国県補助事業及び公費委

託事業

(ﾛ) 団体運営に要する人件費

等の経常経費

計 25,000千円

※１ 施設福祉及び地域福祉を目的とする助成事業25,000千円については、剰余金

の積立を一部取り崩して助成枠を確保する。

２ 同一の事業に対して、貸付と助成の両方は行わない。



(2) 小さな愛の会記念里親委託児童等就学援助事業

本基金は、次により、里親委託児童等就学援助事業を行う。

助成予定額は、3,000千円とする

区 分 助成予定額 内 容 対 象

福島県が措置した里親及び

・一人あたり助成額 ファミリーホーム委託児童又は

高等学校等在籍者 3,000千円 年額 30,000円 県内の児童養護施設の入所児童

であって高等学校等に在籍する

・助成予定人数 者。

100人

３ その他

基金に寄せられる善意の寄託等については、地域福祉の推進を図るため有効に

活用する。


